
平
成
25
年
度

   
決
算

 

は
じ
め
に

　

９
月
議
会
定
例
会
で
認
定
さ

れ
た
決
算
は
、
平
成
25
年
４
月

１
日
か
ら
平
成
26
年
３
月
31
日

ま
で
の
歳
入
及
び
歳
出
決
算
で

す
。
地
方
公
共
団
体
は
地
方
自

治
法
に
よ
り
そ
の
内
容
を
、
町

民
の
皆
さ
ん
に
お
知
ら
せ
す
る

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

決
算
に
表
れ
る
数
字
か
ら

は
、
そ
の
年
度
内
に
町
が
ど
ん

な
仕
事
を
し
、
い
く
ら
お
金
が

か
か
っ
た
か
を
読
み
取
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
こ
れ
か

ら
の
動
向
や
財
政
の
状
況
を
示

す
指
標
と
し
て
も
、
大
切
な
役

割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

　

町
が
行
う
仕
事
は
、
住
民
福

祉
の
向
上
や
産
業
・
教
育
・
文

化
の
振
興
、
道
水
路
や
施
設
等

の
社
会
基
盤
の
整
備
等
多
岐
に

わ
た
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
通

常
の
業
務
に
関
し
て
処
理
す
る

も
の
を
一
般
会
計
、
国
民
健
康

保
険
や
介
護
保
険
等
の
特
定
の

目
的
の
た
め
一
般
会
計
と
は
区

別
し
て
別
個
に
処
理
す
る
も
の

を
特
別
会
計
と
い
い
ま
す
。

一
般
会
計
決
算

　

平
成
25
年
度
の
一
般
会
計
決

算
は
、
歳
入
93
億
４
９
８
１
万

円
（
前
年
度
比
37
・
４
％
増
）、

歳
出
86
億
９
８
４
１
万
円
（
前

年
度
比
42
・
０
％
増
）、
歳

入
歳
出
差
引
額
（
形
式
収
支
）

６
億
５
１
４
０
万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。
決
算
規
模
は
24

年
度
と
比
較
す
る
と
歳
入
歳
出

と
も
に
25
億
円
強
の
増
加
と
な

り
、
過
去
最
大
規
模
に
な
り
ま

し
た
。
こ
れ
は
、
原
発
事
故
に

よ
る
住
宅
除
染
、
仮
置
場
整
備

費
と
震
災
で
被
災
し
た
庁
舎
建

設
工
事
費
の
増
が
主
な
も
の
で

す
。

　

な
お
、
歳
出
決
算
額
を
「
通

常
事
業
」
と
「
復
旧
復
興
事
業
」

の
２
種
類
に
大
別
す
る
と
、
通

常
事
業
46
億
５
２
１
３
万
１
千

円
（
53
・
５
％
）、
復
旧
復
興

事
業
40
億
４
６
２
７
万
９
千
円

（
46
・
５
％
）
に
な
り
ま
し
た
。

　

26
年
度
へ
の
繰
越
明
許
費
、

事
故
繰
越
し
お
よ
び
逓
次
繰
越

（
庁
舎
建
設
事
業
、
道
の
駅
整

備
事
業
、
除
染
対
策
事
業
等
）

の
う
ち
、
一
般
財
源
で
措
置
す

る
額
は
３
億
５
２
９
５
万
４
千

円
と
な
り
、
こ
れ
を
歳
入
歳

出
差
引
額
か
ら
差
し
引
い

た
２
億
９
８
４
４
万
６
千
円

が
実
質
収
支
決
算
額
（
黒
字

決
算
）
と
な
り
ま
し
た
。
さ

ら
に
前
年
度
実
質
収
支
額

５
億
３
８
９
３
万
５
千
円
を

差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
額

△
２
億
４
０
４
８
万
９
千
円

に
、
黒
字
要
素
（
財
政
調
整

基
金
積
立
額
１
億
32
万
８
千

円
お
よ
び
町
債
繰
上
償
還
額

２
億
１
２
９
５
万
４
千
円
）
や

赤
字
要
素
（
財
政
調
整
基
金
取

崩
額
２
億
３
２
９
３
万
５
千

円
）
を
加
減
し
た
実
質

単
年
度
収
支
額
は
、
△

１
億
６
０
１
４
万
２
千
円
の
赤

字
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
は

震
災
で
被
災
し
た
庁
舎
建
設
工

事
に
伴
う
特
殊
事
情
に
よ
る
も

の
で
す
。

≪一般会計決算収支の状況≫
①歳入　　　　　　　　　　　　　　
②歳出　　　　　　　　　　　　　　
③差引（①－②）　　　　　　　　　　
④翌年度に繰越すべき財源　　　　　　
⑤実質収支（③－④）　　　　　　　　
⑥単年度収支（⑤－前年度実質収支）　　　　　　　　　　　
⑦町債繰上償還　　　　　　　　　　　
⑧財政調整基金積立金　　　　　　　　
⑨財政調整基金取崩額　　　　　　　　
⑩実質単年度収支（⑥＋⑦＋⑧－⑨）

　93 億 4,981 万 0 千円
　86 億 9,841 万 0 千円
　  6 億 5,140 万 0 千円
 　 3 億 5,295 万 4 千円
　  2 億 9,844 万 6 千円
 △ 2 億 4,048 万 9 千円
 　 2 億 1,295 万 4 千円
　  1 億　  32 万 8 千円
  　2 億 3,293 万 5 千円
△ 1 億 6,014 万 2 千円

福島県および日赤の補助金を活用して整備した
「くにみももたん広場」

年度 歳出決算額（うち復旧復興分）
平成 21 年度 4,120,057 千円（　   　　0 千円）
平成 22 年度 4,314,731 千円（　　   　0 千円）
平成 23 年度 6,161,851 千円（1,538,912 千円）
平成 24 年度 6,124,153 千円（1,751,309 千円）
平成 25 年度 8,698,410 千円（4,046,279 千円）

≪歳出決算額の推移≫

　 一 般 会 計 の 歳 入 で 最 も 高 い
31.6％を占める地方交付税は、県
や市町村が一定の行政水準を保つ
ため、地方の固有の財源として国
から交付されるもので、その財源
には所得税や法人税・酒税等が充
てられています。次に多いのが県
支出金 27.6％（うち除染対策事
業交付金 21.5％）で、補助対象
事業ごとに制度に基づき申請し交
付を受けています。３番目は、各
種事業の財源として借入れた町債
で 9.4％を占めています。町債は
後年度にその元利償還金の一部が
地方交付税として交付されるもの
を活用し、町の財政負担の軽減を
図っています。４番目は、町民税
や固定資産税、軽自動車税、たば
こ税など町民の皆さんに納めてい
ただいた町税で 9.3％を占めてい
ます。歳入の内訳表（グラフ）は
右記のとおりです。

≪歳入 93億 4,981 万円≫

県支出金
2,579,129 千円

（27.6%）

地方交付税
2,958,428 千円

（31.6%）

町債
877,608 千円

（9.4%）

町税
872,560 千円

（9.3%）

繰越金
682,434 千円

（7.3%）

国庫支出金
392,954 千円

（4.2%）

地方特例交付金
3,411 千円

（0.0%）

分担金及び負担金
9,322 千円

（0.1%）

使用料及び手数料
109,473 千円

（1.2%）

繰入金
465,013 千円

（5.0%）

地方譲与税 57,815 千円（0.6%）、利子割交付金 1,996 千円（0.0%）、
配当割交付金 2,606 千円（0.0%）、株式等譲渡所得割交付金 3,512 千円（0.0%）、
地方消費税交付金 79,339 千円（0.8%）、自動車取得税交付金 15,864 千円（0.2%）、
交通安全対策特別交付金 1,240 千円（0.0%）

財産収入
31,692 千円

（0.3%）
寄附金
5,227 千円

（0.1%）

諸収入
200,187 千円

（2.1%）

　歳出の内訳は、割合の多い順に、民生費、
災害復旧費、総務費、教育費、衛生費、公債
費、土木費、農林水産業費、消防費、議会費、
商工費、労働費となり、総額では平成 24 年
度に比較して 42.0％の増となりました。
　民生費は、全体の 32.9％を占め、児童や
老人福祉等の経費以外に 17 億 6 千万円強の
災害救助費（民地の除染経費）も含んでいま
す。災害復旧費は、東日本大震災で被災した
庁舎建設事業 13 億円強が計上され、大幅な
増加となりました。また、人事や企画、税務
事務等に係る総務費、社会教育施設の改修等
に係る教育費、保健衛生対策や伊達地方衛生
処理組合負担金および公立藤田病院負担金等
の経費を含む衛生費も大きな割合を占めてい
ます。
　今後も数年間は、復旧復興に向けた各種事
業の展開（特に除染事業）により、決算規模
が増加することが予想されます。歳出の内訳
表（グラフ）は左記のとおりです。
　なお、歳出については、性質別（人件費、
物件費、扶助費、補助費等、普通建設事業費、
公債費等）にも区分けできます。

議会費
80,710 千円

（0.9%）

総務費
818,072 千円

（9.4%）

民生費
2,858,869 千円

（32.9%）

労働費
73,882 千円

（0.8%）

農林水産業費
355,079 千円

（4.1%）

災害復旧費
1,692,513 千円

（19.5%）

消防費
205,449 千円

（2.4%） 衛生費
754,727 千円

（8.7%）

公債費
582,158 千円

（6.7%）

教育費
760,112 千円

（8.7%）

商工費
75,228 千円

（0.9%）

土木費
441,611 千円

（5.1%）

≪歳出 86億 9,841 万円≫

11 10


